
 

 

 

 

 

2025 年度事業報告 

2025 年は、当協会が 1975 年 7 月 1 日に社団法人日本有線テレビジョン技術協会（当協

会の旧名称）として設立されてから 50 周年の節目の年を迎えた。 

放送と通信が高度に融合した次世代ネットワークの構築や、地域課題を解決する DX ソ

リューションの展開が急務となっている環境下において、当協会は「技術を通じてデジタル

社会の円滑かつ健全な発展に貢献する」という目的のもと、各委員会活動、技術調査研究、

規格標準化、技術者育成、受託調査、そして「ケーブル技術ショー」の開催など、2025 年

度事業計画に基づき事業を実施した。 

 

技術調査研究事業ではケーブルテレビシステムに関する技術動向の調査や、海外動向調

査などを行い、結果を協会会員専用サイトでの公開、協会会員を対象とした説明会をウェビ

ナーで実施した。建造物障害予測事前調査を促進するため、自治体や関連団体等への説明対

応、支部におけるセミナー開催や、研修会などを行った。また CATV 技術者資格では総合

監理、1 級、2 級の講習試験および資格更新を計画どおり実施した。ケーブル技術ショー2025

は、技術展示会及びオンライン展示会を同時開催のケーブルコンベンションとの連携をさ

らに強化して開催し、盛況のうちに終えることができた。受託事業では、建造物受信障害予

測調査や、受信相談業務、電波障害対策施設定期点検業務、セミナー運営業務などを行った。

このほか、CATV 技術に関する標準化に係る事業、デジタル受信相談などを実施した。 

事業活動を通じて、今後も当協会は「技術の力」で変革し続ける技術環境に柔軟に適応し、

強靭で豊かな地域社会の実現に寄与していく。 

事業ごとの詳細は、以下のとおりである。 

 

１ 調査研究の推進 

（１） 新技術の調査研究の推進 

ア 技術調査研究の推進 

海外及び国内の放送・通信に関する新たな技術やサービスの動向について技術調

査研究委員会の下に WG を設置して調査を行った。具体的には、ケーブルテレビシ

ステムに関する技術として、地上デジタル放送の高度化に関連する技術、ローカル5G

の実現に向けた開発実証のうちケーブルテレビでの活用事例調査、DOCSIS 4.0、

PON システムの技術などの動向など調査した。 

調査結果「2025 年度版 放送・通信に関する新技術動向調査研究」は、今後技術調

査研究委員会の調査報告書として協会会員専用サイトで公開し、合わせて協会会員

を対象とした報告書の説明会をウェビナーで実施予定である。 

イ 海外動向調査・交流の推進 

ケーブル技術ショー2025 では米国 Cable Labs/ Senior Vice President and Chief 

Relations Officer Jeff Chen 氏によるオンラインセミナーを開催した。タイトルは

「Future Is NOW（未来は今）」で、ネットワークの進化、HFC と光、AI、ネット

ワーク運用の将来、人材育成、持続可能なネットワーク等について語られた。多数の



 
 

 

 

 

 

聴講者に参加頂いた。 

9 月下旬にワシントン DC にて行われた米国 SCTE（ケーブル・テレコミュニケー

ション技術者協会：Society of Cable Telecommunications Engineers）が開催する

TECH EXPO の実施時期に合わせて視察を実施し、米国におけるケーブルテレビの

最新動向について調査を行い、報告書を 2025 年 10 月初めに協会 HP に掲載した。 

ウ 他団体との連携 

他団体との委員会、研究会、会議等に協会役職員が参加し、積極的に意見交換、

情報交換を行った。 

（一社）電子情報技術産業協会 

（一社）電波産業会 

（一社）リビングアメニティ協会 

受信環境クリーン中央協議会 

テレビ受信向上委員会 

 

（２） 建造物受信障害予測事前調査の促進 

新たな一定以上の規模の建造物が建築されるときには、放送への受信障害が発生する

場合があるため、受信障害予測の事前調査を行うことが重要である。この建造物受信障

害予測事前調査を促進するため 2025 年度は自治体へ 105 回、関連団体へ 8 回訪問し

以下の周知・説明を行った。 

① 受信障害予測の事前調査を実施することの必要性と、実施するための条例化や指導

要綱などへの記載や施主の要求仕様などへの記載が必要であること。 

② CATV 技術者資格の取得者による建造物受信障害予測調査の実施が望ましいこと。 

③ 建造物受信障害予測を行う際には、ビルエキスパート（予測ソフトウェア）の利用

が有効であること。 

 また、予測技術の向上と技術者育成を目的に、「建造物による受信障害予測・調査技

術」について支部主催の技術セミナーを九州支部（9 月）、近畿支部（11 月）、中部支

部（12 月）において開催した。 

 

（３） CATV 施設の施工売上額調査の実施 

CATV 施設施工市場の現状及び動向を把握するため、協会会員における 2024 年度の

CATV 関係施設の施工売上額、ならびに景況感などの調査を実施した。 

2024 年度 CATV 施設の施工売上額調査は、協会会員のうち CATV 施設施工に従事

している 260 社に対して実施し、144 社（回答率：55.4%）から回答を得た。施工売上

額は、約 673 億円（前年度比 80.8%）と減少した。推定施工売上額（市場規模）は、約

1,059 億円（前年度比 103.3%）（図 1-1）であった。 

工事種別内訳のうち、構成比 68.2%と多くを占めるケーブルテレビ(501 端子以上)の

推定施工売上額は約 722 億円(対前年度比 113.4%)と引き続き増加した。 

また、ケーブルインターネットサービスなどの「情報通信工事」の推定施工売上額は



 
 

 

 

 

 

約 511 億円と前年度の約 495 億円に 103.2%と微増した。 

施工売上の内、市場環境の変化に合わせた調査項目の「FTTH 関連推定施工売上額」

は約 372 億円、対前年度比 76.0%と、「無電柱化関連推定施工売上額」は約 4.1 億円、

同 67.7%、「地域 BWA・ローカル 5G 関連施工推定売上額」は約 3.4 億円、同 27.2%と

大幅に減少した。また、ケーブルテレビサービスが普及している状況において、難視対

策・受信障害対策として 2024 年度に新規に設置された「辺地・受信障害対策共同受信

設備」は 10 施設と前年度 31 施設に対して約 32%と減少、エリア別では九州支部が 6

施設（昨年は関東支部 17 施設）と過半数を占める結果であった。 

また、「CATV 工事市場の景況感」調査では、景況判断としてマイナス 66.0 ポイント

と昨年度のマイナス 65.7 ポイントより 0.3 ポイント悪化した。「人手の充足感」調査で

は、今後も人手が不足すると考えるが 90.3%で、前年度の 87.2%から 3.1%増加し、人

手の充足感としてマイナス 80.6ポイントと昨年度のマイナス 74.5ポイントより 6.1ポ

イント悪化し依然として人手の不足感が大きい状況にある。 

 

図 1-1 CATV施設の推定施工売上額推移 



 
 

 

 

 

 

（４） 4K8K 衛星放送用受信設備の適正かつ円滑な整備の促進 

デジタル相談室 HP や受信相談は本部、支部とも継続し、会員の工事受注につながる

情報提供を継続した。 

 

（５） 無電柱化の推進  

ア 国土交通省 

2026 年度に「開発事業における無電柱化推進のためのガイドライン」を発行予定

であり、それに向けた打合せが行われた。 

イ 東京都 

国交省より先進的な取り組みをしている東京都の会合は、ケーブルテレビ連盟傘

下の東京都ケーブルテレビ協議会とともに引き続き参加。 

（６） 支部における調査研究会の実施 

支部の部会等による調査研究会、見学会等が実施された。 

表 3-5 支部におけるセミナー、講習会等の開催状況を参照 

 

２ CATV 技術に関する標準化の推進 

CATV 技術に関する標準化は、協会に設置された規格・標準化委員会において実施して

いる。規格・標準化委員会は、39 団体（協会会員：38 社、特別会員：1 団体、2025 年度

末現在）で構成され、標準規格の策定等を審議する 4 つのワーキンググループ（WG）、

標準規格との適合性を確認する妨害評価試験確認会議及び CATV で使用されるデジタル

放送用識別子を管理するネットワーク識別子管理委員会が設置されている。 

（１） 標準規格の策定に向けての検討 

ア 有線テレビジョン放送信号測定法の策定（測定法WG） 

有線一般放送のIP放送方式を用いた伝送について求められる品質評価について

IP放送検討タスクチームを設置し、必要な規格の策定または改定について検討を

行っている。 

IP放送品質評価測定法を標準規格STD-025「ケーブルテレビシステムに使用す

る放送信号測定法」へ追加するべく改正作業を行っている。 

イ ケーブルテレビの国際標準化活動（GS対応WG） 

ITU-T SG21 の 2025 年 10 月 6 日から 10 月 17 日の会合に合わせ、8 月およ

び 9 月に GS 対応 WG の Web 会議開催をした。ITU-T SG21 での寄書提出締め切

り（9 月 23 日 23:59）後、出揃った外国寄書に対して、審議を実施。GS 対応 WG

では、旧 SG9 案件を中心に 33 件の対処方針案を策定。TTC マルチメディア応用

専門委員会（旧 SG16 分）担当分の 234 件の審議結果と合わせて、10 月 1 日から

10 月 2 日の間、総務省、GS 対応 WG、TTC マルチメディア応用専門委員会との

合同メール審議を実施した。 

ウ ケーブルテレビのデジタル放送方式の標準化（デジタル放送WG） 



 
 

 

 

 

 

高度地上デジタルテレビジョン放送に対して、必要な規格の策定または改定に

ついて検討を行っている。 

エ その他 

伝送ネットワークWG、ネットワーク識別子管理委員会の活動は無かった。 

 

（２） 規格適合性管理業務の推進 

 妨害評価試験確認業務の推進 

有線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令第 8 条に基づく「有線放送設 

備から漏えいする電波の電界強度の許容値」及び同第 27 条に基づく「放送への妨害

評価試験」に関し、該当機器製造業者等からの申請に基づき適合性の確認を行ってい

る。 

2025 年度は妨害評価試験確認会議を 3 回（上期 2、下期 1）Web 会議で行い、3 機

種の申請審査を実施した。（放送への妨害：3 機種、V-ONU 漏えい電界強度：0 機種、

R-ONU 漏えい電界強度：0 機種）。 

 

（３） 新技術、海外技術動向に関する情報収集等 

IPTV、高度デジタルケーブルテレビ伝送等に関連して、国内の関連団体や ITU-T、

IEC 等の標準化動向について情報収集し、協会の標準化活動に反映した。 

 

（４） 外部の標準化関係機関との連携 

以下の委員会等に協会の役職員が参加し、それぞれの規格標準化活動に貢献した。 

総務省情報通信審議会情報通信技術分科会 放送システム委員会 

（一社）電波産業会 規格会議 デジタル放送システム開発部会 

（一社）日本ケーブルテレビ連盟 オール IP 化検討タスクチーム 

（一社）リビングアメニティ協会 テレビ共同受信機器委員会 

 

３ CATV 技術者育成の促進 

（１） CATV技術者資格制度の運営・改善 

CATV 技術者資格（総合監理、1 級）講習試験、資格更新及び CATV 技術者資格

（2 級）講習試験、資格更新を実施した。 

ア 2025年度CATV技術者資格（2級）講習試験及び資格更新の実施 

2025 年 5 月 7 日から 30 日まで 2025 年度 CATV 技術者資格（2級）講習試験の新

規受験申込と資格更新の受付を行った。新規受験では 2025 年 6 月 20 日から 8 月 14

日まで e ラーニング講習を実施し、2025 年 7 月 4 日から 8 月 18 日まで CBT 試験を

行った。 

 

（ア）新規試験 

第2級CATV技術者資格試験結果を表3-1に示す。申込者数は246名で、昨年度申込



 
 

 

 

 

 

者数303名に対して、対昨年度比81.2%となった。申込者に対する合格率は92.3%で、

昨年の92.1%をやや上回った。 

資格取得者については2025年9月12日に受験番号をホームページに掲載した。 

 

表 3-1 第 2級 CATV技術者資格試験結果 

受験 

資格名 
申込区分 申込者数 受験者数 合格者数 

合格率 

（合格者数／

申込者数） 

昨年度 

合格率 

（申込者比） 

第 2 級※1 

新規申込 232 216 213 93.1% 91.4% 

集合講習 14 14 14 100.0% 100.0% 

合計 246 230 227 92.3% 92.1% 

※1 第 2 級 CATV 技術者 

 

（イ）資格更新状況 

第 2 級 CATV 技術者の更新状況を表 3-2 に示す。更新対象者数 264 名のうち更新

申込者は 156 名。申込率は 59.1%で昨年度の申込率 59.9%をやや下回った。対象者

数に対する完了者数の更新率は 58.0％となり、昨年度 58.9%をやや下回った。第 2

級 CATV 技術者資格者数は新規合格者と合わせて、4,075 名（25 年 10 月 1 日時点）

となった。なお更新対象人数が少なかった理由として、5 年前の 2020 年は新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止のため、新規受験募集を行わなかったためである。 

 

表 3-2 第 2級 CATV技術者の更新状況 

資格名 対象者数※2 申込者数 完了者数 未完了者数 

更新率 

（完了者数／

対象者数） 

昨年度 

更新率 

第 2 級 264 156 153 3 58.0% 58.9% 

※2：2025 年 9 月 30 日に有効期限を迎える第 2 級 CATV 技術者資格取得者 

 

イ 2025年度CATV技術者資格（総合監理、1級）講習試験及び資格更新の実施 

2025 年 11 月 4 日から 25 日まで 2025 年度 CATV 技術者資格（総合監理、1 級）

講習試験の新規受験申込と資格更新の受付を行った。新規受験では 2025 年 11 月 28

日から 2026 年 2 月 12 日まで e ラーニング講習を実施し、2026 年 1 月 9 日から 2 月

16 日まで CBT 試験を行った。 

 

（ア）新規試験 

CATV総合監理技術者及び第1級CATV技術者資格試験結果を表3-3に示す。申込者

数413名で昨年度と同人数となった。本年度がエキスパート資格保有者の資格移行試

験の最終年となるが、資格移行試験の申込は29名で昨年度の24名から若干増加した。

エキスパート資格移行を除く新規受験者については、昨年度389名に対し今年度は

384名と減少した。申込者に対する合格率は59.8%で、昨年度55.7%を上回った。資格



 
 

 

 

 

 

取得者については2026年3月16日に受験番号をホームページに掲載した。 

 

表 3-3 CATV 総合監理技術者及び第 1級 CATV技術者資格試験結果 

受験区分 
受験 

資格名 
申込者数 受験者数 合格者数 

合格率 

（合格者数／
申込者数） 

昨年度 

合格率 

（申込者比） 

新規受験 

総合監理※3 236 209 148 62.7% 57.8% 

第 1 級※4 148 132 87※6 58.8% 54.1% 

合計 384 341 235 61.2% 56.3% 

移行受験※5 

 

総合監理 14 11 7 50.0% 42.9% 

第 1 級 15 9 5※6 33.3% 50.0% 

合計 29 20 12 41.4% 45.8% 

新規受験 

＋移行受験 

総合監理 250 220 155 62.0% 56.9% 

第 1 級 163 141 92※6 56.4% 53.9% 

合計 413 361 247 59.8% 55.7% 

※3 CATV 総合監理技術者 

※4 第 1 級 CATV 技術者 

※5 エキスパート資格保有者が受験した場合。 

※6 CATV 総合監理技術者資格を受験して第 1 級 CATV 技術者に合格した 10 名を含む。 

 

（イ）資格更新状況 

CATV 総合監理技術者及び第 1 級 CATV 技術者の更新状況を表 3-4 に示す。更

新対象者 577 名のうち更新申込者は 423 名。申込率は 73.3%で昨年度の 74.1%をや

や下回った。対象者数に対する更新完了者数の更新率は 72.8％となり、昨年度の

73.6%をやや下回った。 

 

表 3-4 CATV総合監理技術者及び第 1級 CATV技術者の更新状況 

資格名 対象者数※7 申込者数 完了者数 未完了者数 

更新率 

（完了者数／ 

対象者数） 

昨年度 

更新率 

総合監理 387 299 296 3 76.5% 80.5% 

1 級 190 124 124 0 65.3% 60.5% 

合計 577 423 420 3 72.8% 73.6% 

※7：2026 年 3 月 31 日に有効期限を迎える CATV 総合監理技術者及び第 1 級 CATV 技術者 

資格の取得者数 

この更新の結果、2026 年 4 月 1 日時点での CATV 総合監理技術者、第 1 級 CATV 技

術者数は、実人数で 7,188 名になった。また、2026 年 4 月 1 日時点での第 2 級

CATV 技術者 4,030 名を含めて、CATV 技術者の有資格者は 11,218 名となった。 

 

ウ 2025 年度 CATV 技術者資格講習試験の改善 

CATV 技術者資格講習試験の受講受験者からの問い合わせやアンケート結果より、

資格試験及び更新講習の申込受付期間延長、e-ラーニング受講期間や CBT 受験期間の

見直し、各種案内や注意喚起のためのメール送信を強化する等の対応を行った。また受



 
 

 

 

 

 

験申込者、資格更新申込者が申込時に安全にクレジットカード決済が出来るように、セ

キュリティ対策として 3D セキュア 2.0 に対応した。 

 

（２） 資格制度の改善及び料金改定の検討 

eラーニング講習とCBT試験の運用実績を踏まえ、5年毎の資格更新が一巡する2026

年11月からの運用に向けてより良い制度へと改善するため、技術者育成委員会にて制

度の見直しを行った。併せて資格取得や更新に係る料金についても、昨年度に引き続

き検討を行った。 

 

（３） 支部におけるCATV技術者の育成 

地域のニーズや実情に即して、会員の技術力の向上を図るために、支部の部会等によ

る調査研究会や講演会、見学会等を開催した。その開催状況を表 3-5 に示す。 

 

表 3-5 支部における調査研究会、セミナー、講習会等の開催状況 

種別 テーマ 開催地 実施日 
参加 

人数 

実施 

支部 

セミナー 辺地共聴に関わる取組みについて 仙台市 4/23 39 東北 

講習会 職長・安全衛生責任者教育 仙台市 5/23 8 東北 

講習会 職長・安全衛生責任者能力向上教育 仙台市 5/24 8 東北 

講習会 職長・安全衛生責任者能力向上教育 山形市 6/14 6 東北 

講習会 職長・安全衛生責任者能力向上教育 郡山市 7/3 15 東北 

視察研修会 ケーブル技術ショー視察 千代田区 7/24 7 東北 

視察研修会 
防災体験学習施設「そなエリア東京」視

察 
江東区 7/25 6 東北 

見学会 ナノテラス仙台 仙台市 9/25 7 東北 

講習会 

（施工部会） 
安全衛生責任者教育 新宿区 8/6,7 4 関東 

講習会 

（施工部会） 
上級職長教育 新宿区 10/6 6 関東 

講習会 

（施工部会） 
光接続技術講習会 新宿区 12/3,4 11 関東 

講習会 

（調査部会） 
建造物障害技術講習会 新宿区 11/19 15 関東 

研修見学会 

（施工部会） 
EXPO2025 大阪・関西万博 大阪市 5/15, 16 13 関東 

研修見学会 

（技術部会） 
EXPO2025 大阪・関西万博 大阪市 7/17, 18 6 関東 

研修見学会 

（調査部会） 
奥清津発電所 OKKY ミュージアム 

新潟県 

湯沢町 
10/17,18 7 関東 



 
 

 

 

 

 

技術見学会 

（技術部会） 

国立研究開発法人情報通信研究機構

(NICT) 
小金井市 10/29 17 関東 

研修見学会 

(東京都地区

連絡会） 

NHK 菖蒲久喜ラジオ放送所 
埼玉県 

久喜市 
3/25 16 関東 

セミナー 

岐阜県共同利用型ローカル５G による 

「スマートインダストリアルパーク」実現

に向けた実証概要のご紹介 

名古屋市 4/16 26 名 中部 

セミナー 

①災害から命と暮らしを守る 

～情報発信の現場から～ 

②FTTH の推進とさらなる進化へ 

名古屋市 5/22 104 中部 

視察研修会 ケーブル技術ショー2025 視察 千代田区 7/24 7 中部 

視察研修会 防災体験学習施設「そなエリア東京」視察 江東区 7/25 14 中部 

セミナー 
Wi-Fi の最新情報とトラブルシューティン

グ 
名古屋市 8/1 25 中部 

セミナー 

①Wi-Fiセンシングによる ToBサービス活

用事例の紹介 

②侵入を予知する AI：ホームセキュリティ

における『不審行動検知』の威力 

名古屋市 10/29 23 中部 

セミナー 建造物による受信障害予測・調査の概要 名古屋市 12/2 20 中部 

セミナー 
マスプロ電工 LPWA ソリューションのご

提案 
名古屋市 12/4 25 中部 

セミナー 

①-1 地域ビジネス戦略 2025 

①-2 コンテンツ起点のさまざまなアプロ

ーチ、アップデート 

②放送行政等の最近の動向について 

名古屋市 2/26 55 中部 

研修見学会 非破壊検査㈱研修見学会 大阪市 10/7 17 近畿 

講習会 職長・安全衛生責任者能力向上教育 大阪市 11/13 4 近畿 

講習会 建造物受信障害予測講習会 大阪市 11/14 23 近畿 

研修見学会 古野電気㈱研修見学会 西宮市 11/18 16 近畿 

講習会 Wi-Fi に関する講習会 大阪市 12/3 17 近畿 

講習会 安全体感研修 広島市 11/11 8 中国 

視察研修会 首都圏外郭放水路（防災施設）見学 春日部市 7/25 11 四国 

視察研修会 KDDI MUSEUM 見学 多摩市 10/17 10 四国 

講演会 放送技術の歴史といま、そして未来 福岡市 4/25 39 九州 

技術講習会 

（調査部会） 
ビルエキスパート Ver.7 講習会 福岡市 9/17 28 九州 

研修見学会 

（調査部会） 
EXPO2025 大阪・関西万博 大阪市 9/25,26 8 九州 

 

４ 届出指導事業の推進 

引込端子の数が500以下の届出対象の有線一般放送設備に対する有線一般放送業務届、

変更届、廃止届の作成、届出の支援業務を一部の支部において実施している。2025 年度

の支援申込は 0 件であった。  



 
 

 

 

 

 

５ 受託事業の推進 

（１） 建造物受信障害予測調査受託とその技術審査 

各支部における建造物受信障害予測調査及びその技術審査について、技術審査は 91

件（対前年度比 74.0%）、受信障害予測調査が 357 件（対前年度比 102.3%）であっ

た。 

 

表 5-1 技術審査と受信障害予測調査の実績の推移 

支 部 
2024 年度 2025 年度 

技術審査件数 予測調査件数 技術審査件数 予測調査件数 

北海道 0 238 0 261 

東 北 0 5 0 8 

関 東 37 0 31 0 

中 部 29 8 18 5 

近 畿 4 35 2 20 

中 国 0 1 0 2 

四 国 1 0 1 0 

九 州 52 62 39 61 

合 計 123 349 91 357 

対前年度比 83.7% 91.4% 74.0% 102.3% 

 

（２） NHK テクニカルアドバイス（TA）業務 

NHK へ寄せられるテレビ、ラジオ、BS 等の受信不良に関する相談に対して訪問調

査を行い、視聴者に対し改善指導する業務である。 

東北支部では、NHK 仙台放送局より 2025 年度の 1 年契約で東北 6 県を対象に受託

し、2025 年度は受信相談員（会員 13 社）の協力を得て 219 件実施した。中部支部で

は、NHK 名古屋放送局から 2025 から 2026 年度までの 2 年契約で、東海・北陸地域

7 県を対象に受託し、2025 年度は受信相談員（会員 8 社、非会員 6 社）の協力を得て

97 件実施した。近畿支部では、NHK 大阪放送局より 2024 年度から 2026 年度までの

3 年契約で、2025 年度は近畿 2 府 4 県を会員社 2 社の協力を得て 76 件実施した。  

 

表 5-2 テクニカルアドバイス業務実施結果 

支  部 受注件数 実施件数 

東  北 221 219 

中  部 98 97 

近  畿 74 76 

合  計 393 392 

 

（３） 福岡県営住宅テレビ電波障害対策施設定期点検業務  



 
 

 

 

 

 

九州支部が福岡県営住宅テレビ電波障害対策施設定期点検業務（対象施設は福岡

県内 59 団地）を受託し、定期点検業務を実施した。 

 

（４） 令和６年能登半島地震に係る支援業務 

能登半島地震に伴い、中部支部が NHK 名古屋放送局より下記の避難所支援業務を

受託し実施した。 

・避難所受信設備撤去業務 令和 7 年 5 月度 8 カ所 

支援業務にて設置した受信設備の撤去・回収作業（2025 年度分 1 班 2 名） 

 

（５） テレビ受信向上委員会放送受信セミナー運営業務  

ネット配信の最新動向、最新テレビ受信機のトレンド、4K・8K 放送受信のポイント、

音声波再編動向など、テレビ受信を取り巻く環境の変化について全国でのセミナー開

催業務を受託し実施した。 

 

（６） 指定避難所における放送等受信環境に係る調査事業 

 2025 年度総務省情報流通行政局の施策である「指定避難所における放送等受信環境

に係る調査事業」の一部業務を再受託し、全国 5 カ所の指定避難所内ならびに、周辺に

おける放送受信環境（地上放送、BS・110 度 CS 放送、AM/FM ラジオ、インターネッ

ト）を調査・測定を実施した。 

 

６ デジタル受信相談・対策事業の実施 

「デジタル受信相談・対策事業」は、総務省の補助金交付を受けて原子力災害対策特別

措置法に基づき規制された区域に帰還する住民に対して地上デジタル放送の受信環境を

整備するため、平成 27 年度から実施している。この事業はデジタル受信相談と対策事業

からなる。デジタル受信相談としては戸別相談及び受信点調査であり、対策事業は下表の

とおり 6 つの事業から構成され、アンテナ設置・新設有線共聴などの対策工事に助成金

を交付している。2025 年度のデジタル受信相談では、特定復興再生拠点の戸別訪問も行

なった。事業の実施状況は表 6-1 のとおりである。 

なお、本協会が受託した事業（デジサポ福島）は今年度（令和 8 年 3 月末）をもって終

了した。東北総合通信局による当該事業は令和 8 年度も継続予定。 

開催日 開催地 会  場 受講者数 

2 月 05 日（木） 新宿区 新宿文化センター 29 

2 月 06 日（金） 仙台市 仙台市青葉区中央市民センター 14 

2 月 18 日（水） 高知市 高知県立地域職業訓練センター 21 

2 月 19 日（木） 福山市 福山プラザホテル 28 

2 月 25 日（水） 大阪市 大阪歴史博物館 22 

3 月 03 日（火） 福岡市 エイムアテイン博多駅前貸会議室 23 

3 月 06 日（金） 富山市 富山県農協会館 16 

3 月 09 日（月） 札幌市 札幌市産業振興センター 17 



 
 

 

 

 

 

＊表 6-1 対策事業の実施件数中の（）内値は、平成 27 年度から令和 7 年度までの 11

年間の総実施数を示す。 

 

表 6-1デジタル受信相談・対策事業の実施状況 

デジタル受信相談 

実施内容 実施数 

戸別相談（訪問受信相談・戸別訪問） 

※特定復興再生拠点の個別訪問 
954 件 

受信点調査（訪問時の調査・受信環境調査） 12 ヵ所 

対策事業 実施内容 

完了数 

＊予定を含む 

（11 年間総数） 

受信機器購入等対策事業 アンテナ対策・チューナー支給 2（1,077）件 

受信障害対策共聴施設事業 共聴改修・ケーブルテレビ移行 0 件 

共同住宅共聴施設事業 共聴改修・ケーブルテレビ移行 0 件 

新たな難視対策事業 
ケーブルテレビ移行・高性能アンテナ対策 

・新設有線共聴 
2（266）世帯 

暫定的難視対策事業 ワンセグチューナー設置・BS アンテナ取付工事 0（211）世帯 

辺地共聴施設改修事業 有線・無線共聴施設改修・受信点新設 0（25）施設 

 

７ ケーブル技術ショー2025 の開催 

ケーブル技術ショー2025 は「POTENTIAL! ～ケーブルテレビがもたらす地域課題解

決への力～」をコンセプトに、会場利用の技術展示会と web 活用のオンライン展示会に

より、それぞれの特徴を活かしたハイブリッド型展示会を以下の日程で開催した。 

技術展示会 

会期：2025 年 7 月 24 日（木）・25 日（金） 

会場：東京国際フォーラム ホールＥ 

オンライン展示会 

会期：2025 年 6 月 24 日（火）～ 9 月 10 日（水） 

会場：ケーブル技術ショー2025 公式ウェブサイト https://www.catv-f.com 

96 社、87 ブースにより、多様化するケーブルテレビサービスと連動した地域課題解決

に向けた最新のケーブル技術、ソリューション、サービスほかを地域のステークホルダ

ーに発信し、技術展示会で 11,019 名、技術セミナー・特別講演・会場内オープンステー

ジで 2,012 名、オンライン展示会へは 14,352 名、オンライン テックセミナーで 1,893

名の来場をいただき、多くの業界関係者と情報交換ができたことで非常に成果があった

などの評価をいただいた。 

 

８ 出版物の販売 

技術者育成関係のテキスト教材や講習会・セミナーなどの技術資料、標準化規格や技術



 
 

 

 

 

 

調査研究の成果物を販売している。2025 年度は以下の出版物を新規または改定して発売

した。 

CATV 施設設計・施工・保守点検標準積算工数表（CD-R） 第 2 版 

CATV 技術者資格テキスト（調査・施工）（初版第 4 刷） 

CATV 技術者資格テキスト（システム）（初版第 4 刷） 

CATV 技術者資格テキスト（ブロードバンド）（初版第 4 刷） 

CATV 技術者資格 法規解説書（第 2 版） 

CATV 技術者テキスト（ＣＡＴＶの基礎）（初版 4 刷） 

 

９ 組織強化と協会運営の充実 

（１） 会員の異動状況 

2025 年度の入会は、正会員 2、副会員 0、賛助会員 3、退会は正会員 13、副会員 8、

賛助会 3 で、2026 年 4 月 1 日現在の会員数は、363 となった。前年度と比較して 19

減少した。 

表 9-1 会員の異動状況 

支部 
2025 年 4 月 1 日時点 入 会 退 会 2026 年 4 月 1 日現在 

正 副 賛 計 正 副 賛 正 副 賛 正 副 賛 計 

北海道 18 6 0 24         1   18 5 0 23 

東 北 33 10 8 51         1 1 33 9 7 49 

関 東 86 5 40 131 1   2 5 1 1 82 4 41 127 

中 部 19 6 5 30         1   19 5 5 29 

近 畿 35 8 1 44       3 1   32 7 1 40 

中 国 26 8 2 36 1     2 1   25 7 2 34 

四 国 12 4 0 16         1   12 3 0 15 

九 州 37 10 3 50     1 3 1 1 34 9 3 46 

合 計 266 57 59 382 2 0 3 13 8 3 255 49 59 363 

 

（２） 財政の安定化と運営の効率化 

財政の安定化を図るため、委託事業の受託や事業の効率化、オンライン会議を活用

した会議運営、要員体制の縮減などにより収支の改善を図った。 

 

（３） 公益目的支出計画の着実な実行 

公益目的支出計画については計画に基づき概ね着実に実施した。 

 

（４） 支部事務局体制の充実・強化 

支部事務局長会議を 10 月、3 月に実施し、本部の施策の周知、本部・支部の活動に

関する情報共有及び各種の課題に関する議論を行った。また運営協議会開催日の翌週

に支部事務局長が参加するオンライン会議を開催し、運営協議会の議事内容の周知と

ともに、支部事務局の事業実施状況について情報共有を行った。 



 
 

 

 

 

 

（５） 会員への情報提供の拡充強化 

技術調査研究の報告書の説明会開催や、ホームページ、会員専用サイト、会報誌及び

メールに会員への情報提供を行った。 

 

（６）功労者の顕彰 

永年にわたりケーブルテレビ事業に携わった方々や、良好な受信環境の確保に努

めた方々、ケーブルテレビ事業の普及発展に努めケーブルテレビ事業について顕著

な業績のあった方々を顕彰している。2025 年度においては、①および②の表彰を行

うとともに、③の表彰に対して被表彰者の推薦を行った。 

① CATV 事業功労賞（2025 年 6 月 16 日の総会で受賞） 

末永 靖 氏（日本通信機(株) 取締役） 

長谷川 久晃 氏（(株)ユアテック 新潟支社 専務執行役員 新潟支社長） 

田口 信夫 氏（合同会社アルク 代表社員） 

服部 利春 氏（(一社）日本 CATV 技術協会 中部支部 前事務局長） 

松井 隆司 氏（(株)e431 取締役・常勤監査等委員） 

柴田 典顕 氏（(株)九電工 技術本部 顧問） 

② ケーブルテレビ功労者表彰（2025 年 7 月 24 日ケーブルコンベンションにおいて、 

（一社）日本ケーブルテレビ連盟の表彰者とともに受賞） 

一般社団法人日本 CATV 技術協会 中部支部 

③ 電波障害防止に関する功労表彰（受信環境クリーン中央協議会からの表彰） 

三矢 宏 氏（東京アンテナ工事(株) 代表取締役社長） 

 

（７）総会、理事会等の開催 

ア 総会の開催 

日 時：2025 年 6 月 16 日（月）16:00～17:00 

場 所：ＫＫＲホテル東京 孔雀  

議 事 

・報告事項   2024 年度事業報告に関する件 

・議決事項（1）2024 年度決算報告に関する件 

・議決事項（2）2024 年度公益目的支出計画実施報告書に関する件 

・議決事項（3）役員の選任に関する件 

・議決事項（4）定款の変更に関する件 

イ 理事会の開催 

（ア）第１回理事会 

日 時：2025 年 5 月 13 日（火）14:30～16:50 

場 所：（一社）日本 CATV 技術協会会議室 

議 事（決議事項） 

・会員の入・退会について 



 
 

 

 

 

 

・2024 年度事業報告（案） 

・2024 年度決算報告（案） 

・2024 年度公益目的支出計画実施報告書（案） 

・支部長の任免（案） 

・定款の一部変更（案） 

・被表彰者の推薦（案） 

・2025 年度ＣＡＴＶ事業功労賞（案） 

・第 37 回ケーブルテレビ功労者表彰（案） 

・「ケーブル技術ショー2026」の開催（案） 

・第 59 回定時総会の開催（案） 

・定時総会提出の役員候補者名簿（案） 

（イ）第 2 回理事会 

日 時：2025 年 6 月 16 日（月）17:05～17:20 

場 所：KKR ホテル東京 朱鷺 

議 事（決議事項） 

・役員の選定について 

・会員の入・退会について 

・相談役の委嘱について 

・参与の委嘱について 

（ウ）第 3 回理事会 

日 時：2025 年 11 月 20 日（木）15:00～16:40 

場 所：(一社) 日本 CATV 技術協会会議室 

議 事（決議事項） 

・会員の入退会について 

（エ）第 4 回理事会 

日 時：2026 年 3 月 19 日（木）15:25～16:45 

場 所：(一社) 日本 CATV 技術協会会議室 

議 事（決議事項） 

・会員の入・退会について 

・2025 年度事業計画（案） 

・2025 年度収支予算（案） 

・役員候補者選定委員会の委員の選任について 

 

ウ その他 

役員構成、会議及び委員会の構成及び開催状況は、資料 3、資料 4 及び資料 5 のと

おりである。 


